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今年度要求のポイント

　H　～　H　　

事業内容

関連事業
事業期間

0

0

【今後（～24年度】

スケジュール（経過及び今後展開）

■堺市商業共同施設設置事業補助金
（1）補助対象者：商店街、小売市場
（2）補助率・限度額：法人団体10％以内、任意団体7％以内、300万円
■地域拠点商業地基盤整備事業補助金
（1）補助対象者：商店街、小売市場
（2）補助事業の内容：商店街活性化事業計画に基づく基盤整備事業
     及びソフト事業への支援
（3）補助率：国の補助額を除いた額の2分の1以内
（4）補助限度額：2,000万円
■専門家派遣事業委託等【新規】
（1）派遣対象者：商店街、小売市場
（2）事業内容：地域商店街活性化法の認定に係る事業計画の策定、
     認定を受けた活性化事業計画の遂行を支援するため、専門家
     派遣を行う。

堺市商業共同施設設置事業補助金 2,816

近隣センター買物環境支援事業

市営店舗公募審査会委員謝金

その他　特記事項

5,000

事業目的

事務経費等

48,030

214214

21,324

事 業 費

平成21年度決算額

整理番号 15

　主要商業地等において、市内商店街・小売市場などが取り組む環境
整備事業を支援することにより、買物利便性や快適性を高め、魅力あ
る商業地の形成を促進し、もって市民生活の向上に資する。

事 業 名

局・課名／　　

3,000

23年度要求額

施設整備費30,000千円（見込み）×補助率10％

内容・積算等

産業振興局・商業流通課

平成22年度予算額

030

魅力ある商業地づくり

基盤整備（ハード・ソフト）事業費90,000千円

※買物弱者対策ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ構築事業を新設
(地域コミュニティ形成支援事業へ)

110 委員謝金＠11千円×5人×2回

(単位　千円)

専門家派遣

○地域商店街活性化法を活用した商業地基盤整備に係るハード整備事業支援にソ
フト事業（テナント誘致・創業支援事業等）を加え、ハード・ソフト一体となっ
た活性化を促進する。
○地域商店街活性化法の認定を受けた商店街活性化事業計画の遂行支援を目的と
して、専門家派遣事業を実施する。

平成23年度要求額

項目 22年度予算

21,32448,030

全体事業費

42,145

主な要求内容 （単位：千円）

地域拠点商業地基盤整備事業補助金 40,000 15,000

【新規】専門家派遣事業委託料等 - 3,000

Ｓ38堺市共同施設設置事業補助金新設
Ｈ22堺市地域拠点商業地基盤整備事業
補助金新設

その他

専門家派遣事業【新設】
堺市地域拠点商業地基盤整備事業
補助金改正（ソフト事業に対応）

【経過（～22年度】 【23年度】

合計


